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第３章  さいたま市経済の機能分析 

１．生産波及の大きさ 

ある産業に対して１単位の最終需要が生じた場合に、産業全体の生産がどれくらいにな

るかという生産波及の大きさをみると、平成27年は全産業平均で1.1876倍である。
産業別（37部門）にみると、平均よりも生産波及が大きい部門は、鉱業（1.3492）、水

道（1.3382）、電力・ガス・熱供給（1.2909）、廃棄物処理（1.2599）、対個人サービス
（1.2484）である（事務用品、分類不明を除く）。

図３－１ 生産波及の大きさ（37部門） 
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(注) 1 ここでの「生産波及の大きさ」とは、各産業（商品）の最終需要が1単位増加した場合の市内生産（全
産業）への影響をあらわす。ただし、最終需要の1単位はすべてさいたま市内の各産業で生産される
ものと仮定する。 

2 計算は逆行列の列和で、逆行列は開放経済型の
1

)ˆˆ( AMNII を用いている（次ページ参照）。 
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市内需要を全て市内の生産で賄う「閉鎖経済型」の生産波及の大きさと、市内需要の一

部が移輸入によって賄われる「開放経済型」の生産波及の大きさを比べると、各産業の波

及効果がどれだけ市内に留まり（市内保留率）、どれだけ市外に流出するか（市外流出率）

をみることができる1。 

生産誘発の効果は、移輸入によって市外に流出する分、開放型は閉鎖型よりも小さくな

る。なお、製造業は開放型と閉鎖型の数字に大きな乖離がみられ、閉鎖型が大きくなって

いるが、製造業は原材料を市外に依存している割合が高く、波及効果が市外に流出するた

めと考えられる。 

図３－２ 生産波及の大きさ（開放経済型と閉鎖経済型の比較）（37部門） 
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1 閉鎖経済型とは、市外（海外含む）からの移輸入取引がなく、すべての財・サービスを域内で調達する
完全な自律経済を想定したもとでの生産波及効果であり、開放経済型とは、市外からの移輸入取引を想定

したオープンな経済を想定したもとでの生産波及効果である。

両者の生産波及効果を比較することによって、さいたま市内での最終需要の増加によって生まれた生産

波及効果が、どれだけ市外に流れたかが分かる。

なお、両者の生産波及を計算した逆行列は、閉鎖型
1AI 、開放型

1ˆˆ AMNII であり、それぞ

れの逆行列係数の列和が生産波及の大きさとなる。
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表３－１ 生産波及の大きさ（開放経済型と閉鎖経済型の比較）（37部門） 

開放型 閉鎖型 市内歩留率(%) 市外流出率(%)
01農林漁業 1.1791 1.8106 65.1 34.9
06鉱業 1.3492 2.1646 62.3 37.7
11飲食料品 1.1766 2.4388 48.2 51.8
15繊維製品 1.2161 2.5208 48.2 51.8
16パルプ・紙・木製品 1.2209 2.6210 46.6 53.4
20化学製品 1.0950 2.0143 54.4 45.6
21石油・石炭製品 1.1042 2.4305 45.4 54.6
22プラスチック・ゴム製品 1.1488 2.3716 48.4 51.6
25窯業・土石製品 1.1575 2.0553 56.3 43.7
26鉄鋼 1.1838 2.6639 44.4 55.6
27非鉄金属 1.0265 2.9641 34.6 65.4
28金属製品 1.1302 2.3917 47.3 52.7
29はん用機械 1.1558 2.3422 49.3 50.7
30生産用機械 1.1451 2.2567 50.7 49.3
31業務用機械 1.1429 2.3325 49.0 51.0
32電子部品 1.1031 2.3336 47.3 52.7
33電気機械 1.1124 2.6233 42.4 57.6
34情報通信機器 1.0968 2.3390 46.9 53.1
35輸送機械 1.0869 2.7701 39.2 60.8
39その他の製造工業製品 1.1820 1.9882 59.5 40.5
41建設 1.1849 2.1664 54.7 45.3
46電力・ガス・熱供給 1.2909 2.0452 63.1 36.9
47水道 1.3382 1.9513 68.6 31.4
48廃棄物処理 1.2599 1.7589 71.6 28.4
51商業 1.2078 1.6147 74.8 25.2
53金融・保険 1.1965 1.6262 73.6 26.4
55不動産 1.1826 1.3430 88.1 11.9
57運輸・郵便 1.2438 1.9685 63.2 36.8
59情報通信 1.2404 1.9164 64.7 35.3
61公務 1.1311 1.4675 77.1 22.9
63教育・研究 1.1494 1.5166 75.8 24.2
64医療・福祉 1.1883 1.7748 67.0 33.0
65他に分類されない会員制団体 1.2008 1.7549 68.4 31.6
66対事業所サービス 1.1802 1.8409 64.1 35.9
67対個人サービス 1.2484 1.9497 64.0 36.0
68事務用品 1.3126 3.2270 40.7 59.3
69分類不明 1.3710 1.9430 70.6 29.4
平均 1.1876 2.1432 55.4 44.6

(注) 市内歩留率＝開放経済型生産波及÷閉鎖経済型生産波及 
市外流出率＝1－市内歩留率 
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２．影響力係数と感応度係数 

影響力係数は、ある産業に対する需要が全産業に与える影響の度合いを示す係数で、大

きいほど他産業に対する影響力が大きい産業と考えられる。また、感応度係数は、全産業

に対する新たな需要による特定の産業の感応度を示す係数で、大きいほど他産業による感

応度が大きい産業と考えられる2。

影響力係数と感応度係数により、さいたま市の産業（37 部門）をみると、影響力係数は
鉱業、水道、電力・ガス・熱供給などで高く、逆に非鉄金属、輸送機械、化学製品などで

低くなっている（分類不明、事務用品を除く）。また、感応度係数は、商業、運輸・郵便、

対事業所サービスなどで高く、非鉄金属、鉄鋼、鉱業などで低くなっている。

また、さいたま市の産業を、影響力係数と感応度係数が全産業平均の「１」より大きい

か、小さいかによって、4つのグループに分けてみたのが図３－３で、それを整理したのが
表３－２である。

表３－２ 影響力係数と感応度係数によるさいたま市の産業の分類 

Ⅰ．市内の他産業に与える影響、市内の他産業から受ける影響ともに平均より大きい産業

（影響力係数＞１、感応度係数＞１）【第１象限】 

《対象産業》「電力・ガス・熱供給」「水道」「商業」「金融・保険」「運輸・郵便」

「情報通信」

Ⅱ．市内の他産業に与える影響は大きいが、市内の他産業から受ける影響は平均より

小さい産業（影響力係数＞１、感応度係数＜１）【第２象限】 

《対象産業》「鉱業」「繊維製品」「パルプ・紙・木製品」「廃棄物処理」

「医療・福祉」「他に分類されない会員制団体」「対個人サービス」

「事務用品」「分類不明」

Ⅲ．市内の他産業に与える影響、市内の他産業から受ける影響ともに平均より小さい産業

（影響力係数＜１、感応度係数＜１）【第３象限】 

《対象産業》「農林漁業」「飲食料品」「化学製品」「石油・石炭製品」

「プラスチック・ゴム製品」「窯業・土石製品」「鉄鋼」「非鉄金属」

「金属製品」「はん用機械」「生産用機械」「業務用機械」「電子部品」

「電気機械」「情報通信機器」「輸送機械」「その他の製造工業製品」

「建設」「公務」「教育・研究」

Ⅳ．市内の他産業に与える影響は小さいが、市内の他産業から受ける影響は平均より大き

い産業（影響力係数＜１、感応度係数＞１）【第４象限】 

《対象産業》「不動産」「対事業所サービス」

2 指標の詳細は、後記（付 3）の 2.3.2を参照。



図３－３ 影響力係数と感応度係数 
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３．最終需要と生産誘発額 

平成 27年の市内生産額 7兆 4,068億円は、7兆 8,633億円の最終需要（移輸出含む）を
賄うために、直接・間接に行われた生産の合計額であるともいえる。

平成 27年の市内生産額がどの最終需要によって誘発されたか、その割合（最終需要項目
別の生産誘発依存度）をみると、民間消費支出によって 35.2%、移出によって 33.9%、一
般政府消費支出によって 15.4%、市内総固定資本形成（民間）によって 9.3%、輸出によっ
て 2.9%、市内総固定資本形成（公的）によって 2.1%、家計外消費支出によって 1.3%、市
内の生産が誘発されたことが分かる（在庫純増は他の最終需要と性質を異にするため、分

析対象から外した。以下同じ）。

次に、1単位の最終需要によってどれだけ市内生産が誘発されたか（最終需要項目別の生
産誘発係数）をみると、移出 1.1831、輸出 1.1815、一般政府消費支出 1.0529 の順で、家
計外消費支出、民間消費支出、市内総固定資本形成（公的）、市内総固定資本形成（民間）

は、それぞれ 0.8005、0.7841、0.8860、0.7894と 1以下になっている。
移出、輸出で生産誘発係数が高いのは、生産波及の高い製造業の取引先が市内でなく、

ほとんどが市外への移出、輸出であり、それらは全て市内で生産されること、また、一般

政府消費支出、市内総固定資本形成（公的）が高いのは、政府関連の消費ないし公共事業

等の投資は、市内で取引が行われるためと考えられる。

逆に、民間消費支出の生産誘発係数が低いのは、大都市である東京都への通勤・通学が

多いため家計消費の域外流出が多いこと、市内総固定資本形成（民間）については、市内

に製造業の立地が少ないことなどの理由が考えられる。

表３－３ 最終需要項目別の生産誘発額、生産誘発係数、生産誘発依存度 

生産誘発額
（10億円）

生産誘発
係数

生産誘発
依存度(%)

家計外消費支出（列） 93.3 0.8005 1.3
民間消費支出 2,604.8 0.7841 35.2
一般政府消費支出 1,141.6 1.0529 15.4
市内総固定資本形成（公的） 152.5 0.8860 2.1
市内総固定資本形成（民間） 688.3 0.7894 9.3
在庫純増 1.6 -0.2342 0.0
輸出 215.2 1.1815 2.9
移出 2,509.5 1.1831 33.9

最終需要計 7,406.8 0.9420 100.0

(注) 1 生産誘発額は、各最終需要が誘発した市内生産額である。 
2 生産誘発依存度は、生産誘発額の最終需要項目別構成比である。 
3 生産誘発係数は、各最終需要1単位に対する市内生産額の誘発割合である。 
 これらの計算方法の詳細は、後述（付3）2.6を参照されたい。
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図３－４ 最終需要項目別生産誘発係数 
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図３－６ 消費に関する生産誘発係数 

0.001482 
0.000000 
0.002089 
0.000369 
0.000437 
0.000251 
0.000134 
0.000135 
0.000124 

-0.000001 
-0.000097 
0.000077 
0.000012 
0.000011 
0.000323 
0.000009 
0.000191 
0.000005 
0.000019 
0.001585 
0.001052 

0.022002 
0.007764 
0.006246 

0.097826 
0.057829 

0.177607 
0.042533 

0.019045 
0.114602 

0.049178 
0.111813 

0.005563 
0.022314 

0.102147 
0.001665 
0.002652 

-0.05 0 0.05 0.1 0.15 0.2

01農林漁業
06鉱業

11飲食料品
15繊維製品

16パルプ・紙・木製品
20化学製品

21石油・石炭製品
22プラスチック・ゴム製品

25窯業・土石製品
26鉄鋼

27非鉄金属
28金属製品

29はん用機械
30生産用機械
31業務用機械
32電子部品
33電気機械

34情報通信機器
35輸送機械

39その他の製造工業製品
41建設

46電力・ガス・熱供給
47水道

48廃棄物処理
51商業

53金融・保険
55不動産

57運輸・郵便
59情報通信

61公務
63教育・研究
64医療・福祉

65他に分類されない会員制団体
66対事業所サービス
67対個人サービス

68事務用品
69分類不明

(注) 1 ここでいう「消費」とは、家計外消費支出、民間消費支出、一般政府消費支出の合計である。 

2 各産業の生産誘発係数とは、「消費」が総額で 1 単位増加した場合に、各産業の市内生産額が何単

位増加したかを示す割合である。

なお、不動産には、実際には支出していないが、支出したものと擬制している持ち家の帰属家賃分

も含まれている。
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図３－７ 投資に関する生産誘発係数 
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(注) 1 ここでいう「投資」とは、市内総固定資本形成（公的）、市内総固定資本形成（民間）、在庫純増

の合計である。 

2 各産業の生産誘発係数とは、「投資」が総額で1単位増加した場合に、各産業の市内生産額が何単位

増加したかを示す割合である。 

なお、建設業は、産業連関表上、市外所在の企業が建設を行っても、市内で施工されていれば、市

内生産額として計上している。 
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図３－８ 移輸出に関する生産誘発係数 
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(注) 各産業の生産誘発係数とは、「移輸出」が総額で1単位増加した場合に、各産業の市内生産額が何単位

増加したかを示す割合である。 
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図３－９ 産業別にみた最終需要項目別生産誘発依存度 
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(注) 1 上図は、平成27年のさいたま市の各産業の生産額が、どの需要項目でどれだけ誘発されたかを、構

成比で示している。「消費」「投資」の需要内容は前図に同じである。 

2 鉱業、鉄鋼、非鉄金属でのマイナス値は、各需要によって屑・副産物（鉄屑、非鉄金属屑など）が

生じたことを表している。なお産業連関表では、屑・副産物の発生をマイナス値で表示することに

なっている。
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４．最終需要と粗付加価値誘発額 

平成 27 年のさいたま市内の粗付加価値 4 兆 4,441 億円がどの最終需要によって誘発され

たか、その割合（最終需要項目別の粗付加価値誘発依存度）をみると、民間消費支出によ

って 38.2%、移出によって 30.5%、一般政府消費支出によって 17.5%、市内総固定資本形

成（民間）によって 8.2%、輸出によって 2.7%、市内総固定資本形成（公的）によって 1.7%、

粗付加価値が誘発されたことがわかる。

粗付加価値額とは、市内の生産活動によって、新しく生み出された価値額であり、市内

の GDP（市内総生産）に相当する。

次に、1 単位の最終需要によってどれだけ粗付加価値が誘発されたか（最終需要項目別の

粗付加価値誘発係数）をみると、一般政府消費支出が 0.7179 と最も高く、次いで輸出が

0.6595、移出が 0.6384、民間消費支出が 0.5110 等の順となっている。

いずれも 1 以下であるのは、最終需要から生み出された市内生産の粗付加価値率が全産

業平均で 60.0%であることからも分かる（前述第 2 章 1 参照）。

その中でも一般政府消費支出の生産誘発係数が高いのは、一般政府（関連産業）では人

件費の投入ウェイトが高く、粗付加価値率が高いことによる。

表３－４ 最終需要項目別の粗付加価値の誘発額、誘発係数、誘発依存度 

粗付加価値
誘発額（10億円）

粗付加価値
誘発係数

粗付加価値
誘発依存度(%)

家計外消費支出（列） 51.9 0.4456 1.2

民間消費支出 1,697.4 0.5110 38.2

一般政府消費支出 778.4 0.7179 17.5

市内総固定資本形成（公的） 75.2 0.4366 1.7

市内総固定資本形成（民間） 366.1 0.4198 8.2

在庫純増 1.0 -0.1463 0.0

輸出 120.1 0.6595 2.7

移出 1,354.1 0.6384 30.5

最終需要計 4,444.1 0.5652 100.0

(注) 1 粗付加価値誘発額は、各最終需要が誘発した市内粗付加価値額である。 

2 粗付加価値誘発依存度は、粗付加価値誘発額の需要項目別構成比である。 

3 粗付加価値誘発係数は、各最終需要1単位に対する市内粗付加価値額の誘発割合である。 

これらの計算方法の詳細は、後述（付3）2.6を参照されたい。 
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図３－１０ 最終需要項目別粗付加価値誘発係数
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家計外消費支出（列）, 1.2

民間消費支出, 

38.2

一般政府消費

支出, 17.5

市内総固定資本形成（公的）, 1.7

市内総固定資本形成（民間）, 8.2

在庫純増, 0.0
輸出, 2.7

移出, 30.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



38

図３－１２ 消費に関する粗付加価値誘発係数 
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(注) 1 ここでいう「消費」とは、家計外消費支出、民間消費支出、一般政府消費支出の合計である。 

2 各産業の粗付加価値誘発係数とは、「消費」が総額で1単位増加した場合に、各産業の市内粗付加価

値額が何単位増加したかを示す割合である。 

なお、不動産には、実際には支出していないが、支出したものと擬制している持ち家の帰属家賃分

も含まれている。 

仮設部門である事務用品は、中間投入だけで構成されているため、粗付加価値誘発額はゼロである。 



39

図３－１３ 投資に関する粗付加価値誘発係数 
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(注) 1 ここでいう「投資」とは、市内総固定資本形成（公的）、市内総固定資本形成（民間）、在庫純増

の合計である。 

2 各産業の粗付加価値誘発係数とは、「投資」が総額で1単位増加した場合に、各産業の市内粗付加価

値額が何単位増加したかを示す割合である。 

なお、建設業は、産業連関表上、市外所在の企業が建設を行っても、市内で施工されていれば、市

内粗付加価値額として計上している。 

仮設部門である事務用品は、中間投入だけで構成されているため、粗付加価値誘発額はゼロである。 
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図３－１４ 移輸出に関する粗付加価値誘発係数
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(注) 各産業の粗付加価値誘発係数とは、「移輸出」が総額で1単位増加した場合に、各産業の市内粗付加価

値額が何単位増加したかを示す割合である。 

仮設部門である事務用品は、中間投入だけで構成されているため、粗付加価値誘発額はゼロである。 
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図３－１５ 産業別にみた最終需要項目別粗付加価値誘発依存度 
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(注) 1 上図は、平成27年のさいたま市の各産業の粗付加価値額が、どの需要項目でどれだけ誘発されたか

を、構成比で示している。「消費」「投資」の需要内容は前図に同じである。 

2 鉱業、鉄鋼、非鉄金属でのマイナス値は、各需要によって屑・副産物（鉄屑、非鉄金属屑など）が

生じたことを表している。なお産業連関表では、屑・副産物の発生をマイナス値で表示することに

なっている。 

3 仮設部門である事務用品は、中間投入だけで構成されているため、粗付加価値誘発額はゼロである。
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５．最終需要と移輸入誘発額 

平成 27年の移輸入がどの最終需要によって誘発されたか、その割合（最終需要項目別の
移輸入誘発依存度）をみると、民間消費支出によって 47.5%、移出によって 22.4%、市内
総固定資本形成（民間）によって 14.8%、一般政府消費支出によって 8.9%、市内総固定資
本形成（公的）によって 2.8%、家計外消費支出によって 1.9%、輸出によって 1.8%、移輸
入が誘発されたことがわかる。

これは、さいたま市がサービス業中心で、製造業の立地が少ないことから、民間消費の

消費財、移出の多い製造業での原材料投入財、あるいは機械等の投資財等、財生産関連に

よる市外購入のウェイトが高いことによる。

次に、1単位の最終需要によってどれだけ移輸入が誘発されたか（最終需要項目別の移輸
入誘発係数）をみると、市内総固定資本形成（民間）が 0.5802、市内総固定資本形成（公
的）が 0.5634、家計外消費支出が 0.5544、民間消費支出が 0.4890、移出が 0.3616等の順
となっている。

このように、さいたま市の場合、財需要の多い投資需要で移輸入誘発係数が高く、サー

ビス需要化の進んでいる民間消費で相対的に低くなっている。家計外消費支出は企業の交

際費、宿泊（出張）のウェイトが大きく、飲食店業、宿泊業の需要となり、さいたま市の

場合、移輸入率は 30%強と高いことから、移輸入誘発係数が相対的に高くなっている。
なお、移出は移出財の生産に必要な原材料等の市外での購入から移輸入が誘発されてい

る。

表３－５ 最終需要項目別の移輸入の誘発額、誘発係数、誘発依存度 

移輸入
誘発額（10億円）

移輸入
誘発係数

移輸入
誘発依存度(%)

家計外消費支出（列） 64.6 0.5544 1.9

民間消費支出 1,624.5 0.4890 47.5

一般政府消費支出 305.8 0.2821 8.9

市内総固定資本形成（公的） 97.0 0.5634 2.8

市内総固定資本形成（民間） 505.9 0.5802 14.8

在庫純増 △ 7.7 1.1463 △ 0.2

輸出 62.0 0.3405 1.8

移出 767.0 0.3616 22.4

最終需要計 3,419.1 0.4348 100.0

(注) 1 移輸入誘発額は、各最終需要が誘発した移輸入額である。 
2 移輸入誘発依存度は、移輸入誘発額の需要項目別構成比である。 
3 移輸入誘発係数は、各最終需要1単位に対する移輸入額の誘発割合である。 

     これらの計算方法の詳細は、後述（付3）2.6を参照されたい。 
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図３－１６ 最終需要項目別移輸入誘発係数
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図３－１７ 最終需要項目別移輸入誘発依存度
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図３－１８ 消費に関する移輸入誘発係数 
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67対個人サービス

68事務用品
69分類不明

(注) 1 ここでいう「消費」とは、家計外消費支出、民間消費支出、一般政府消費支出の合計である。 
2 各産業の移輸入誘発係数とは、「消費」が総額で1単位増加した場合に、各産業の移輸入額が何単位
増加したかを示す割合である。 

なお、商業は移輸入取引に伴う商業マージンであり、財の移輸入が多くなれば、商業マージンの移

輸入誘発係数が高くなる。 
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図３－１９ 投資に関する移輸入誘発係数 
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(注) 1 ここでいう「投資」とは、市内総固定資本形成（公的）、市内総固定資本形成（民間）、在庫純増
の合計である。 

2 各産業の移輸入誘発係数とは、「投資」が総額で1単位増加した場合に、各産業の市内移輸入額が何
単位増加したかを示す割合である。 

3 化学製品のマイナスは、在庫調整によるものである。 
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図３－２０ 移輸出に関する移輸入誘発係数
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(注) 各産業の移輸入誘発係数とは、「移輸出」が総額で1単位増加した場合に、各産業の移輸入額が何単位
増加したかを示す割合である。 

なお、「移輸出」の移輸入誘発とは、移輸出財の生産に必要な原材料等、及びその原材料を生産する

ための原材料等の購入に伴う移輸入の誘発である。 
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図３－２１ 産業別にみた最終需要項目別移輸入誘発依存度 
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(注) 1 上図は、平成27年のさいたま市の各産業の移輸入額が、どの需要項目でどれだけ誘発されたかを構

成比で示している。「消費」「投資」の需要内容は前図に同じである。 

2 建設、公務、事務用品は、移輸入が発生しない。

3 化学製品のマイナスは、在庫調整によるものである。 


